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要介護３ 要介護４ 要介護５

（単位：万人）

H12.4末 H13.4末 H14.4末 H15.4末 H16.4末 H17.4末 H18.4末 H19.4末

計 １１５％

要
介
護

５ ７８％

４ ７４％

３ １３３％

２ １０９％

１

１４０％

経過的

要介護

要
支
援

２

１

5（出典：介護保険事業状況報告 他）
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３４９

３８７

４１１
４３５

４４１

H20.4末

要介護度別認定者数の推移

H12.4とH2１.4の比較

４５５

H21.4末

４６９
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65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳以上

％万人 高齢者人口と要介護認定率 （年齢階級別、2009年）

人口 認定者数 認定率（右軸）
6

【出典】介護給付費実態調査

年齢階層別に認定率をみると、８０歳以上から認定率約３割と急上昇する



１４９万人

３８４万人

居宅サービス（2008年2月サービス分は、介護予防サービスを含む） 地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービスを含む）

施設サービス

（万人）

※介護予防サービス、地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスは、2005年の介護保険制度改正に伴って創設された。
※各サービス受給者の合計とサービス受給者数は端数調整のため一致しない。

○ サービス受給者数は、９年で約２３５万人（１５８％）増加。

○ 特に、居宅サービスの伸びが大きい。（９年で１８７％増）

出典：介護保険事業状況報告

１５８％
増

（全体）

１８７％
増

（居宅）

６０％増

（施設）

サービス受給者数の推移

52
83

2397

278

0

100

200

300

400

2000年４月サービス分 2009年４月サービス分
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（注）2000～2007年度は実績、2008年度は補正後予算、2009年度（介護報酬改定＋3.0％）,2010年度は当初予算。

○ 総費用

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

５．７兆円

３．６兆円
４．６兆円

５．２兆円

６．２兆円
６．４兆円 ６．４兆円

６．７兆円
７．２兆円

介護費用・保険料の動向

(12年度) (13年度)   (14年度)  (15年度)   (16年度)   (17年度)  (18年度)    (19年度) (20年度)      (21年度) (22年度)

７．７兆円

第１期（Ｈ12～14年度） 第２期（Ｈ15～17年度） 第３期（Ｈ18～20年度） 第４期（Ｈ21～23年度）

(2000～2002) (2003～2005) (2006～2008) (2009～2011)

２，９１１
円

３，２９３円
（＋１３％）

○ 65歳以上が支払う保険料〔全国平均(月額･加重平均)〕

４，０９０円
（＋２４％）

４，１６０円
（＋１．７％）

７．９兆円

介護保険の総費用（※）は、年々増加

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。
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今後の介護保険を取り巻く状況について
① 75以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年には、25％を超える見込み。

２００８年 ２０１５年 ２０２５年 ２０５５年

75歳以上高齢者の割合 １０．４％ １３．１％ １８．２％ ２６．５％

② 65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が
増加していく。

③ 世帯主が65歳以上の世帯のうち、単独世帯や
夫婦のみの世帯が増加していく。

④ 首都圏をはじめとする都市部において、今後急速に高齢化が進む。

埼玉県 千葉県 神奈川県 秋田県 山形県 鹿児島県

2005年時点での高齢者人口 116万人 106万人 149万人 31万人 31万人 44万人

2015年時点での高齢者人口
（括弧内は増加率）

179万人
（+55％）

160万人
（+50％）

218万人
（+47％）

34万人
（+11％）

34万人
（+10％）

48万人
（+10％）

（万人）

149万人

（6.3％）

250万人

（7.6％）

323万人

（9.3％）

378万人

（10.4％）

79万人

（3.4％）

135万人

（4.1％）

176万人

（5.1％）

208万人

（5.7％）

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2002年 2015年 2025年 2045年

日常生活自立度Ⅱ以上 日常生活自立度Ⅲ以上

1355万

1803万
1901万

851万
（62.8％）

1161万
（64.4％）

1267万
（66.6％）

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600
1800
2000

2005年 2015年 2025年

世帯主が65歳以上 単独世帯及び夫婦のみ世帯

（万世帯）

認知症高齢者数の推計（括弧内は65歳以上人口対比）
高齢世帯の推計

（括弧内は高齢世帯のうち単独世帯及び夫婦のみ世帯の割合）
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現在7.9兆円の費用が2025年には約20兆円に

2010年 2025年
（現状維持ケース）

2025年
（在宅充実ケース）

※医療の給付は34兆円（2007年）から66～70兆円（2025年）になる。

7.9兆円

23兆円
19兆円

（社会保障国民会議推計）
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